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令和７年度公共事業再評価調書 担当課名　

28

― 工事着手年度 29

(1)事業目的

(2)事業内容
1 式

1 式

(1)事業を巡る社会経済情勢等の変化

(2)事業の投資効果
　○費用便益分析結果 （令和 7 年度時点）

・総便益（B） 20.0 億円

・総費用（C） 15.5 億円

　○見込まれる効果（定性的な効果）

(3)事業の進捗状況 （令和 7 年度見込み）
進捗率

42.5% （ 928 百万円 ／ 2,183 百万円 ）

100.0% （ 1 式 ／ 1 式 ）

0.0% （ 0 式 ／ 1 式 ）

― （ 0 ㎡ ／ 0 ㎡ ）

評価

評価

(1)対応方針（案）

本事業を 【 】 する。

(2)理由

排水トンネル工

集水井

事業概要

事業の
必要性

事業量

事業費

計器観測

排水トンネル

用地取得

区　分

【視点１】

・近年、局地化、集中化した豪雨が頻発化し、甚大な土砂災害が多く発生しており、静岡市においても、
平成28年度以降に108件の土砂災害が発生している。
・保全対象人家の住民等の３世帯にアンケートを実施したところ、回答者の全員が「事業を継続する必要
を感じる」と回答しており、事業に対する地元住民からの要望も強い。

　当該地区は静岡県静岡市葵区口坂本に位置する地すべり防止区域であり、平成25年度に地すべり変状が
確認され、平成28年度において地すべり活動が活発化したため、地すべり発生原因となる土塊中の地下水
の低下を図る排水トンネル等の防止施設を整備し、一級河川安倍中河内川や坂本川、人家４戸、市営口坂
本温泉浴場を保全するものである。

継続が妥当

（年平均便益：1.44億円）

（建設費：15.44億円、維持管理費：0.03億円）

　・地すべりによる甚大な被害の防止

内　訳

B/C（i=4%） 参考:B/C（i=2%） 参考:B/C（i=1%） EIRR

1.3 2.3 3.3 5.3%

【視点２】
　事業着手時においては、応急対策工である横ボーリング工により地すべり活動を一定程度抑えた後、地
すべり地内での集水井工により安定化させる計画であった。しかし、降雨に伴う地すべりの変状により、
横ボーリング工が被災し、新たな応急対策工を検討する必要が生じた。有識者の意見を参考にして新たな
対策工として、被災リスクが軽減でき、地下水排除に有効な排水トンネルの設計を実施しており、地すべ
りの安定化に向け早期に対策工を実施していく。

【視点３】 　設計時には地質や地下水の調査結果をもとに、水抜きが有効かつ経済的な排水トンネルルートを選定す
るよう工事費の縮減に努める。
  今後、工事を進める上で、新技術・新工法の活用を検討し、さらなるコスト縮減を図っていく。新たなコスト

縮減・代替案
立案等

の可能性

今後の
事業の進捗
の見込み

対応方針
(案)

継続が妥当

継続

　本事業は、地すべりによる被害を未然に防止するものである。集中豪雨の頻発化により地元の期待も大
きく、さらに事業の投資効果も見込まれ、地元も事業に協力的など、今後の事業の進捗が見込めることか
ら事業を継続する。

計

2,183 808 75 45 928

R7年度見込
全体事業費

百万円 投資状況
（百万円）

～R5年度 R6年度

再評価理由※ 再評価実施（R2）後５年間が経過した時点で継続中の事業

箇　所　名 口坂本
くちさかもと

No.2 関係市町 静岡市

事業採択年度 平成 年度 計画期間 平成28年度　～　令和12年度

用地着手年度 平成 年度

資料2(様式１)

番号 31

事　業　名 地すべり対策事業 事業主体 静岡県

砂防課



総括表

 総費用Ｃ 1,547百万円

Ｂ／Ｃ 1.29

総便益

総費用

　総費用
　　Ｃ＝　∑各年事業建設費／（1＋0.04）n＋Σ年間維持管理費／（1＋0.04）n
　　　＝　1,544百万円　＋　3百万円
　　　＝　1,547百万円

○地すべり対策事業の有無による被害額の差分
　　年平均被害軽減期待額を社会的割引率4％、評価対象期間65年（整備期間15年＋50年）とし、
　　現在価値化する。

○施設等の残存価値
　　評価期間末における施設等の残存価値を社会的割引率4％で現在価値化する。

　総便益
　　Ｂ　＝　地すべり発生時点における被害額に対して、施設整備後の被害額を引いた「被害軽減額」
　　　　＝　7,199百万円　-　5,124百万円
　　　　＝　1,995百万円

○事業建設費
　　各年の事業建設費を社会的割引率4％で現在価値化する。

○評価期間内に必要な維持管理費
　　近傍の同規模施設に合わせて0.3百万/年間で設定
　　評価対象期間：50年

[建設費]＋[評価期間内に必要な維持管理費]

費用便益比算出説明書

「口坂本No.2」地すべり
　　　　　　（「地すべり対策事業の費用便益分析マニュアル（案）」国土交通省水管理・国土保全局砂防部 ）

 総便益Ｂ [事業を実施しない場合の被害額]－[事業を実施した場合の被害額] 1,995百万円
















